
第33次地方制度調査会の「ポストコロナの経済社会に対応する地方制度のあ

り方に関する答申」における大規模な災害等の事態への対応に関する制度の

創設に対する意見書 

 

政府は2024年３月１日、地方自治法の一部を改正する法律案（以下「法案」とい

う。）を閣議決定し、法案を国会に提出した。 

日本弁護士連合会は、本年１月18日付で「第33次地方制度調査会の「ポストコロ

ナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」における大規模な災害等

の事態への対応に関する制度の創設等に反対する意見書」（以下「意見書」という。）

を公表し、答申に基づく法案の国会提出に反対した。 

意見書では、答申の「第４」で示された「大規模な災害、感染症のまん延等の国

民の安全に重大な影響を及ぼす事態への対応」に関する「国の補充的な指示」の制

度の創設は、2000年地方分権一括法により国と地方公共団体が「対等協力」の関係

とされたことを大きく変容させるものであるとともに、自治事務に対する国の不当

な介入を誘発するおそれが高いなどの問題があることを指摘した。 

すなわち、答申の「第４」は、その根拠とする大規模災害及びコロナ禍について

の実証的な分析検証が行われていない点、法定受託事務と自治事務を区別せずに国

の指示権を論じている点、及び現行法では国の地方公共団体への「指示」は、個別

法で「緊急性」を要件として認められているのに対し、一般法たる地方自治法を改

正して、自治事務についても、個別法の根拠規定なしに、かつ「緊急性」の要件も

外して、曖昧な要件の下に国の指示権を一般的に認めようとする点で、地方分権の

趣旨や憲法の地方自治の本旨に照らし極めて問題があるものである。 

しかし、今回出された法案はこれらの問題点を解消するものとは到底言えない。 

すなわち、その根拠とする大規模災害及びコロナ禍については、災害対策基本法

や感染症法などの個別法で国の指示権が規定されているのであるから、さらに地方

自治法を改正する必要性があるのかが疑問であり、その点が法案提出に際して、十

分に検討された形跡はない。また法案は、現行法の国と地方公共団体との関係等の

章とは別に新たな章を設けて特例を規定するとして、この点において法定受託事務

と自治事務の枠を取り払ってしまっている。さらに、法案は「国民の安全に重大な

影響を及ぼす事態が発生し、又は発生するおそれがある場合」、「地域の状況その

他の当該事態に関する状況を勘案して」など曖昧な要件で指示権を認め、「緊急性」

の要件を外してしまっており、濫用が懸念される。そして、2000年地方分権一括法

が「対等協力」の理念の下法定受託事務と自治事務とを区別して、自治事務に関す

る国の地方公共団体への指示権を謙抑的に規定した趣旨を没却するものであり、憲

法の規定する地方自治の本旨から見ても問題である。 

以上のことから、国においては、下記の事項を実施するよう強く要請する。 

 

記 

 

１「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態における国と地方公共団体との関係等

の特例」に関する章のうち、「事務処理の調整の指示」を定めた第252条の26

の４における「指示」を「要求」に改めること。 



２「生命等の保護の措置に関する指示」を定めた第252条の26の５を削除するこ

と。 

 

３「都道府県による応援の要求及び指示」に関する第252条の26の７の標題を「都

道府県による応援の要求」に改めた上で、同条第２項以下を削除すること、及

び第252条の26の８の標題を「国による応援の要求」に改めるとともに、各大

臣の指示権を規定する同条第４項以下を削除することを求める。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和６年３月26日 

糸 満 市 議 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あて先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣 


